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デモクラシーにおける公共的理由／理性の基礎理論の試論

村上慎司

Abstract

This paper tries to explore theoretical conditions of working democacy through public judgment. 

Referring Amartya Sen’ relevant idea of mera-ranking, epistemic value of menu and chooser 

depencence, the paper considers the process of transforming public judgement from private 

preference in terms of public reason. The process is explicated by two original concepts of the 

fundamental theory of public reason. One is the “positional frame.” The other is “minimal reasoned 

responsive ability.”Positional frame is a concept of information processing ability in human’s 

cognitive system and has the role of preference formulation. Minimal reasoned responsive ability is 

to perform responsively in one’s reason of preference. The core of this paper is that an individual 

shares and scrutinizes the reason of one’s valuation through the responsive process using minimal 

reasoned response ability, and individual’s positional frame is transformed. In using this idea, this 

paper suggests the generation process of public judgment. 
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1．はじめに

グローバルな社会において，人びとは如何にして多様な意見や価値観を調停し，集合的意思
決定を導けばよいのだろうか。グローバルな社会よりも限定的な国民国家や地方自治体のよう
な政治的共同体においても，このような集合的意思決定を巡る問題は困難である。本稿では，
論考の守備範囲を限定して論じるべき問いを明確にするため，或る政治的共同体における集合
的意思決定を考え，複数の政治的共同体間で生じる問題は除外することにする。
政治や社会的選択に関する理論の一部は「デモクラシー〔democracy〕」を用いて，集合的意
思決定の問題にアプローチしている。デモクラシーの概念は多くの含意を秘めている。例えば，
デモクラシーは衆愚政治となる懸念もある一方で，市民による熟議に基づく統治となる可能性
にも開かれている。後者のようにデモクラシーが作動する条件とは一体どのようなものであろ
うか。この問いを考える上で，本稿は「公共的理由／理性〔public reason〕」という概念を手掛
かりにする。このような着想に至ったのは，アマルティア・センによる次のようなデモクラシー
についての指摘に負っている。
センはデモクラシーを論じる方法として二つのまったく異なる見解があることを指摘する
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（Sen ［16］）。第一の見解は「公共的投票パースペクティブ［public ballot perspective］」と呼ばれ
るものである。これは主にデモクラシーを多数決ルールに代表される集合的決定ルールとして
解釈し，投票する自由や集計方法の公正さに関心を寄せるものである。第二の見解は，センが「公
共的理由／理性パースペクティブ［public reason perspective］」として言及するものであり，デ
モクラシーを主に相互行為的参加と公共的討議の観点から眺めるものである。そのインプリケー
ションは，広範な要請を内包し，言論の自由に限定されず，教育の機会や衣食住に関する基本
的権利にまで及ぶという。
これら二つの見解は互いに対立するものではなく相互補完的なものであり，いずれもデモク
ラシーにとっては不可欠な役割を果たしている。本稿は，熟議に基づくデモクラシーの作動条
件を探究するため，後者の「公共的理由／理性パースペクティブ」を専ら取り上げる。
さらに，幅広い理論的射程を備えている公共的理由／理性に関連する諸論点１）の中でも，本

稿は或る集合的意思決定に関与する諸個人の選好に焦点を絞る。ここでいう選好の意味を説明
するため，或る政治的共同体において諸個人が複数の選択肢を選ぶ多数決によって集合的意思
決定が導き出されるケースを考えよう。公共的投票パースペクティブは，かかる投票に対する
自由ないし権利が諸個人に対して等しく認められ，そして，選挙管理委員会等の何らかの監視
機関によって投票の集計方法が公正であることが担保される，といった手続き上の問題に関わ
る。このとき，諸個人の投票の背後には選択肢への選好が伏在していると考えられる。公共的
理由／理性の重要な役割の一つは，実際の投票を開始する以前に（場合によっては事後的に），
諸個人が内省や討議を通じて，互いに選好の根拠となる理由を精査し，自身の選好を問い直す
ことである。

Sen ［16］ では明示的に言及されていないが，かかる公共的理由／理性の役割はセンが「メタ・
ランキング［meta-rankings］」２）と呼ぶ概念と深い関連があると考えられる。この思考の延長線
から公共的理由／理性を巡る問題を私的選好と公共的判断の関係として把握し公共的判断の形
成プロセスを解明しようと本稿は試みる。
本稿の構成は以下の通りである。2 節ではメタ・ランキングを合理性批判の問題と接続させて
説明し，その上でセンの選好概念の検討を論じる。3 節では，かかる検討を踏まえた上で認知シ
ステムの観点から公共的判断の形成プロセスに関する解釈を提唱する。最後に，若干の検討を
行なうことで結びに代える。

2．センによる選好概念の検討

まずメタ・ランキングが導入された論脈を説明しよう。センの研究プロジェクトの一つに合
理性概念の検討がある。近代経済学の想定する個人が選好，利害，選択という概念を同一視す
ることの狭隘さを批判的に分析した「合理的な愚か者［rational fools］」という有名な表題をも
つ Sen ［10］ は経済学にだけでなく倫理学等の分野に対しても大きなインパクトを与えた。そこ
でセンが提起している個人モデルは，自らが不利益を被る可能性に熟知しながらも，何らかの
価値観に準じて或る行為を選択することを意味する「コミットメント［commitment］」概念を
取り入れている。コミットメントは多くの経済理論が想定する選択と利害の結びつきを切断す
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る。ただし，センは常に個人がコミットメントを行使すること，あるいはコミットメントと私
的利害に基づく行為の二分法といった単純なモデルを想定してない。
彼の主張によれば，行為の選択肢についてのランキング自体のランキングを考える必要があ
るという。このことは以下のように表現される。選択される行為集合を X として，Xの要素上
のランキングの集合を Y としよう。このとき，行為集合 X のメタ・ランキングとは集合 Y の要
素上のランキングである。例えば，行為集合 X の要素として，行為 a，行為 b，行為 c があると
しよう。つまり，｛a, b, c} ∈ X である。行為 a は「他我［alter ego］」＝他者の喜びや苦痛を自
身の利害に反映させた行為を表わし，対照的に行為 b は他者の状況に左右されず，「ビジネスラ
イク［businesslike］」に自分自身の利害だけに基づく行為を表わす。そして，行為 c はコミット
メントの観点から自分の利害に反映するかどうかに関わらず，他者の境遇を改善する行為を表
わす。このとき，或る個人は行為集合 X 上で以下の三つのランキングを検討しているとしよう。
これらのランキングは記述された順に望ましいとする。ランキング A は a, b, cであり，ランキ
ング B は b, a, cであり，ランキング C は c, a, bである。これらのランキングが行為集合 X のメタ・
ランキングである集合 Y に属する。或る個人は他者の利害を考慮することが最も道徳的である
と考え，その道徳原理に従う場合，当該個人のメタ・ランキングは望ましい順に書くと，C, A, 

Bとなる。
メタ・ランキングは，必ずしも全ての要素に対して完備性３）をみたす順序を要求しない。例
えば，或るメタ・ランキングα,β,γ,δでは，αは最も望ましいが，β,γ,δの間では一意に順
番付けできないことがありうる。このような非完備的な順序を許容することの含意の多くはテ
クニカルな側面４）に関連するので，ここでは深く論じることはしないが，何らかの選択や判断
を下す際に非完備的な順序は十分な性能を発揮するだろうし，実際のところ，人びとは完備的
順序を想定していないと思われる。
メタ・ランキングに関して本稿が注目する点は，複数の選好のランキングが想定されている
ことである。通常の経済学においては，選択肢に関する選好は一元化されたものとして仮定さ
れている。だが，メタ・ランキングの利点は選好の多層性を考慮に入れることにある。多層的
な選好構造においては，個人的利益を追求する私的選好だけではなく，ある種のコミットメン
トのように公共的な関心に基づく選好もありうる。
このような後者の選好は公共的判断と呼ばれている。例えば，鈴村・後藤［20, p. 271］ では，「私
的関心に基づいて形成される諸個人の事実的選好そのものではなく，諸個人の理性的反省や公
共的討議を経て形成されるもの」を個人の公共的判断と規定している。そして，公共的判断の
情報的基礎は，当該社会で利用可能な生産技術や資源の初期賦存量，社会基盤，構成員の資源
利用能力，私的選好から成り立つ経済環境であると定義している。
だが，この公共的判断に関するアプローチは，「理性的反省や公共的討議を経て個人の公共的
判断が形成されるプロセスを強調するセンの重要な観点を補足できていない」（鈴村・後藤［20, 
p. 279］）とあり，解明されていない点がある。
そこで，本稿は私的選好から公共的判断が形成されるプロセスをセンの合理性批判の検討か
ら導かれた独自の公共的理由／理性の基礎理論から論じる。
かかる議論のために，引き続きセンによる別の観点からの合理性の検討を取り上げる。Sen ［11, 
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p. 12］ によれば，主流の経済理論において，二つの有力な合理性の定義があるという。一つの定
義は，合理性を自己利益の最大化と同一視するものである。これは先述した「合理的な愚か者」
の議論に関連する。自己利益最大化の合理性と異なるコミットメント概念による行為は，不合
理だと一蹴できるだろうか。逆に，囚人のジレンマ的状況のように自己利益のみを追求した結果，
万人にとって劣った結果が生じる選択は，合理的であるといえるだろうか。このようにセンは
自己利益の最大化こそが合理的であるという考えに疑問を投げかける。
もう一つの定義は，合理性を選択間の「内的整合性［internal consistency］」とみなすもので

ある。簡単に言えば，この合理性は選択肢集合 {x, y}から x を選択する個人が選択肢集合 {x, y, z}

から y を選ぶことを禁じる。だが，Sen ［12］は内的整合性としての合理性に対して異議を唱える。
なぜなら，メニュー（選択肢集合）の変化それ自体が新たな情報を提供し，或る意味で「合理
的に」選好が変容したという解釈がありうるからである。Sen ［12］では，この解釈は「メニュー
の認識的価値［epistemic value of the menu］」と呼ばれている５）。
こうしたメニューの変化に加えて，選択者に作用する社会規範によって選好が変化する場合
もありうる。このことを説明するため，Sen ［14］ では「選択者依存性［chooser dependence］」
が提唱されている。メニューの認識的価値と選択者依存性は以下のように形式化できる。いま，
個人 i の選好関係 Piは，選択者 j と選択がなされる集合 S によって条件づけられていると想定し，
これを Pi

j,Sと表記する。選択者依存性とメニューの認識的価値は，選択者 j と集合 S のそれぞれ
がパラメータとして作用する，つまり，それらの変化に伴って，Piが変更することを意味する
概念である。これらを次の事例によって説明しよう。

［事例 1.1］　個人 i と個人 k の二人に対して，マンゴー 1 個とリンゴ 2 個である集合 S = {m1, a1, 

a2}から果物の組み合わせについての配分間の選択を考えよう。このとき，個人 i とも個人 k と
も異なる個人 j によって果物に関する配分の選択がなされるならば，マンゴーを好んでいる個人
i はリンゴよりもマンゴーを選好する。すなわち，m1 Pi

j,S
a1 である。

［事例 1.2］　再び個人 i と個人 k の二人に対して，マンゴー 1 個とリンゴ 2 個である集合 S = {m1, 

a1, a2}から果物の組み合わせについての配分間の選択を考えよう。このとき，個人 i によって果
物に関する配分の選択がなされるならば，個人 i はマンゴーよりもリンゴを選好する。すなわち，
a1 Pi

i,S
m1 である。個人 i の選好の理由は，好物といえ唯一のマンゴーを自分が自分のために選ぶ

ことを恥ずかしいと感じる社会規範が作用したからである。

［事例 1.3］　個人 i と個人 k の二人に対して，マンゴー 2 個とリンゴ 2 個である集合 T = {m1,m2, 

a1, a2}から果物の組み合わせについての配分間の選択を考えよう。このとき，個人 i によって果
物に関する配分の選択がなされるならば，個人 i はリンゴよりもマンゴーを選好する。すなわち，
m1 Pi

i,T
a1 である。個人 i の選好の理由は，マンゴーが二つあるために遠慮なく自分の好物である

マンゴーを望むからである。

まず，事例 1.2 と事例 1.3 では個人 i の選好が変化しており，この変化は内的整合性に反して
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いる。しかしながら，センの考えによれば，このことは不合理ではなく，メニューの認識的価
値を用いることで選好の変容は説得的に解釈可能となる。
これに対して，事例 1.2 と事例 1.3 での個人 i の選好は自分に配分されたものだけではなく，
自分と個人 k の配分を対象しているという考えから選好は変容していないとする異論があるか
もしれない６）。このことを説明するため，個人 i と個人 k の配分を（xi, xk）と表記する。このとき，
事例 1.2 において，配分（xi, xk）は（m1, a1），（a1, m1），（a1, a2）の 3 通りがあり，個人 i の選好は，
(a1, m1)Pi

i,S
(m1, a1)であるとしよう。事例 1.3 において，配分（xi, xk）は（m1, a1），（a1, m1），（a1, 

a2），（m1, m2）の 4 通りがあり，個人 i の選好は (m1, m2)Pi
i,T

(a1, m1)であるとしよう。そして，
集合 T においても (a1, m1)Pi

i,T
(m1, a1)であるとすれば，(m1, m2)Pi

i,T
(a1, m1)Pi

i,T
(m1, a1)という選好

が集合 S から集合 T に変化した際も保持されている。したがって，この論脈では選好は変容し
ていない。だが，この異論では集合 S から集合 T の変化に関する内的整合性は成立していない。
なぜなら，事例 1.2 で選好されていない（m1, a1）と事例 1.3 で選好されている（m1, m2）は内包
的意味において別の要素だからである。
この異論は，もし個人の選好の情報的基礎を自分と相手の配分に拡張するならば，社会規範
を用いずとも選好が変容しているか否かについての説明が可能であることを意味する。或る個
人の選好における情報的基礎が何であるのかはモデル化する場合に確定されるが，実際の選択
状況においては，この異論の個人 i のように他者の配分も考慮に入れる者もいれば，そうではな
い者もいるだろう。このことは，或る選択状況において，それぞれの個人ごとに認知する選好
の情報的基礎が異なる可能性を示唆する。
かかる可能性についての議論を展開することに関連させて，事例 1.1 と事例 1.2 の差異をみて
みよう。この差異は選択者依存性によって説明できる。先述したように選択者依存性は選択者
であるか否かよりも選択者に作用する社会規範が決め手になる。事例 1.2 では自身にとってのみ
好都合になる選好を避けたいという社会規範が個人 i に働いた。だが，このような社会規範にまっ
たく影響されない人々も想定できる。例えば，かかる社会規範に無頓着な個人 lを個人 iの代わ
りとして，事例 1.2 と同様な選択状況を考えよう。このとき，個人 lは他者に遠慮せずにマンゴー
を選好する。つまり，m1Pl

l,S
a1 となることもありうる。

個人の選好形成において，社会規範はジェンダー，職業，民族などの社会的カテゴリーによっ
て規定されるだろう。また，社会規範を媒介せずとも直接的に個人の選好形成に影響を与える
要因もある。例えば，知識や経験などの情報の有無は社会規範と関わりなく選好形成に大きな
役割を果たす。さきほどの事例を用いれば，マンゴーの味を知っているかどうかで選好は異な
る可能性がある。
このような選好形成作用因子群の特定化や関係性を論じることは重要な課題であるが，本稿
はそれらに対する選好の形成とその情報的基礎に関する認知システムに着目する。なぜなら，
本稿は認知システムこそが決定的な役割を果たすと考えるからである。次節では，認知システ
ムの問題と密接に関係すると思われるセンの議論を思考の導きの糸として，公共的理由／理性
の基礎理論である独自の概念を提唱していく。
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3．ポジショナル・フレームと最小限理由応答能力

本節では，認知システムと公共的判断の形成プロセスを関連づける概念装置として，公共的
理由／理性の基礎理論である二つの独創的な概念が提唱される。一つは「ポジショナル・フレー
ム［positional frame］」であり，もう一つは「最小限理由応答能力［minimal reasoned responsive 

ability］」である。
ポジショナル・フレームとは，諸個人が有する選好を形成とその情報的基礎に関する認知シ
ステムの構成要素を意味する。個人は複数のポジショナル・フレームを有していると仮定しよう。
個人が有する複数のポジショナル・フレームは，この世界で可能なポジショナル・フレームの
部分集合に対応し，それは個人ごとに異なる。いま，この世界で可能なポジショナル・フレー
ムを {ψ1, ... ,ψn}∈Χ，個人 i のポジショナル・フレームを {ψ1, ... ,ψm}∈ pfiとしよう（1 ≦ l 

≦ m ≦ n ≦ +∞）。
pfiによって規定される個人 i が認知する情報的基礎である選択肢集合 S に対する個人 iの或
る選好は Pi

m(S(pfi))であるとしよう。個人 i の選好のメタ・ランキングは Pi
1(S(pfi))から

Pi
n(S(pfi))までのランキングとなる（1 ≦ m ≦ n ≦ +∞）。
ポジショナル・フレームは各個人が論理的に可能な選択肢の全てを認知することができず，
時間・記憶・情報処理能力などの認知資源に制約された下で個人ごとに異なる選択肢集合を認
知することを記述するものである。また，この概念は偏見や根拠なき独断として作動する懸念
や各個人が自身の持つポジショナル・フレームの全てに対して自覚していない場合がある。そ
こで，討議や内省によって互いに選好の理由を提示・質疑する応答プロセスが要請される。か
かるプロセスを経由して，選好の理由と選択肢集合の認知を規定するポジショナル・フレーム
を問い返し，ポジショナル・フレームは変容していく。変容した個人 i のポジショナル・フレー
ムを pf 'i としよう。
ポジショナル・フレームはセンの「ポジショナルな客観性［positional objectivity］」（Sen ［13］）

にヒントを得ている。この概念における「ポジション」の意味するものは，単に場所（あるい
は何らかの空間的位置）のみならず，社会的地位，知識，経験，属性等によっても規定される７）。
このような様々な要因はポジション概念上の要素として作用し，或る対象の観察において，同
じポジションに置かれた人びとが共通の認知にもつ蓋然性が高いことを含意する。
しかしながら，本稿が「客観性」ではなく「フレーム」という用語を採用するのは，いわゆ
るフレーム問題――正確に言えば一般化されたフレーム問題８） ――のフレーム概念に着想を得
ているからである。ある種の人工知能やロボットは一定のタスクを実行するためのレレヴァン
トなフレーム（枠組み）を認知できない。それゆえに，それらは些細な目的遂行でも膨大な情
報処理を実行する。だが，ほとんどの人間は歯磨きやレストランで注文するなどのタスクにレ
レヴァントなフレームを経由した情報のみを認知し，処理している。実際のところ，人間がフレー
ム問題を解決しているのか，あるいは，単に対処しているだけであるのかは現在も論争中である。
だが，それは本稿の主題ではない。あくまでも，選好を形成・規定する認知システムの論脈に
おいて「フレーム」という用語は採用されている。
このことは行動経済学における「フレーミング効果［framing effect］」とも関連する。フレー
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ミング効果とは，アモス・トヴァスキーとダニエル・カーネマンによって提唱された概念であり，
同一内容の選択問題であったも異なる表現方法，例えば利益の観点から記述する場合と損失の
観点から記述する場合ではそれぞれ別の認知が作用し，その結果として選択が一貫しないこと
を意味する（Kahneman and Tversky ［18］）。友野［22. p. 177］ によれば，カーネマンはフレーム
問題についてまったく言及していないが，フレーミング効果におけるフレームと，フレーム問
題におけるフレームとは本質的に同じ意味であり，どちらも思考の枠組や注意の枠内への限定
という意味が含まれているという。
フレーミング効果に対して，Sen ［14, p. 168, 注 19］では，Kahneman and Tversky ［5］ は先述

したメニューの認識的価値との差異に言及している。その差異は，メニューの認識的価値は選
択肢集合（メニュー）自体の変化に関する認知が選好に作用するのに対して，フレーミング効
果は先述したように同一の選択肢集合に関する表現方法の違いに関する認知が選好に作用する
こととしている。だが，選好と認知システムの関係に注目している点は共通している。
本稿のポジショナル・フレームは，フレーム問題とフレーミング効果とメニューの認識的価
値の三者に共通する認知システムに着目する発想を受け継ぎ，選択状況における選択肢集合自
体の認知に照準を合わせたものである。さらに，ポジショナル・フレームは先述した選択者依
存の選択者というパラメータをセンの意味でのポジション概念に置き換えることを目論む。
しかしながら，このような拡張の途は複雑に連関するパラメータ間を適切に理論化すること
の困難性に突き当たる。この困難性はジョージ・アカロフ達が進めているアイデンティティと
それに関連した社会規範を経済学に導入する研究プロジェクトのそれと同じように思われる。
Akerlof and Kranton ［1］ によれば，企業，学校，家庭などにおいてアイデンティティが果たす役
割を組み込んだモデル・ビルディングは，応用する各具体例の観察によって決定されるという。
ここで言うアイデンティティとは当該個人の社会的カテゴリーを定義づけるものである。レレ
ヴァントな社会的カテゴリー／アイデンティティを特定化して有意義な分析が可能なことは，
Akerlof and Kranton ［1］ の成果が示している。だが，複数の社会的カテゴリー／アイデンティティ
を背負っている個人において，それらがどのように連関しているのだろうか。
この疑問は本稿のポジショナル・フレームにも該当する。このような多数のパラメータの依
存／独立関係を予め確定した一般的なモデルを構築することは難題であるが，本稿はポジショ
ナル・フレームのパラメータに関する緻密な一般的モデルとは異なる別の課題に取り組む。そ
れは討議や内省によって互いに選好の理由を提示・質疑する応答プロセスを論じることであり，
本稿が提唱するもう一つの概念である最小限理由応答能力と関わる。　　　
最小限理由応答能力は，クリストファー・チャーニアックによる有限の認知資源（計算時間
と記憶容量）しか持たない行為者の現実的な合理性の最小条件を探求する研究に依拠している
（Cherniak ［2］）。チャーニアックの研究は，先述したセンや自身で言及しているようにハーバー
ト・サイモンの限定合理性（Simon ［17］ 等）と同じ問題意識を持ちつつ，理想化された合理性
への批判的なスタンスによって駆動されている。
このスタンスを踏襲した本稿の最小限理由応答能力における最小限の含意は，理想的な理由
応答能力ではなく，モデル・ビルディングに最小限に必要な要素を抽出しつつ，可能な限り実
在する人間の能力に漸近させることにある。実在する人間の能力への漸近とは，応答プロセス
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の回数に関わる。理論上は無限の応答プロセスが考えられるが，実際問題としてどこかの段階
で打ち止めしなければならない。このことをどのように考えればよいのか。また，応答プロセ
スは，ポジショナル・フレームの変容に伴って，メタ・ランキングの観点から各人が選好を変
化させる。論理的に考えれば，メタ・ランキングが単一である必然性はなく，複数のメタ・ラ
ンキングが存在する可能性がある。このとき，メタ・ランキング間のランキングを決定するメタ・
メタ・ランキングも想定可能である。そうであるとすれば，この一連の思考は無限後退する可
能性がある。
この問題系はサイモン以降の流れを汲む限定合理性の議論の中では，本稿が注目するような
人間が抱える認知資源の制約の観点から最適化を実行するためのコスト問題として知られてい
る。Conlisk ［3］ とそれを解説する多田［21, pp.37-39］によれば，或る最適化問題を解く上での
最適化コスト，それ自体の最適化コスト，それ自体の・・・，という堂々巡りの問題があり，
これを限定合理性の議論においてどのように考えるかが課題であるという。つまり，サイモン
の満足化，つまり最適化の途中の段階で当人にとって最低限譲れない基準を超えた場合は停止
するような発想はどこかアド・ホックな印象を与え，これが限定合理性の問題点ではないかと
いうことである。
チャーニアックの議論も推論の無限後退問題を論じる上で，それを克服するための最小限に
必要とされる合理性を考えている。その狙いは非合理性と理想的な合理性の中間のどこかに最
小限合理性を位置づけるものであったが，やはり曖昧な部分は残る。
同様にして，本稿の最小限理由応答能力も応答プロセスを有意義な有限ステップで停止させ
るため，ご都合主義的に導入されているという批判があるだろう。だが，先述したようにモデル・
ビルディングに最小限に必要な要素として，このような能力を理論上の個人に対して仮設する
のは一定の妥当性があると思われる。このことの成否を検討するためにも，以下のような事例
からポジショナル・フレームと最小限理由応答能力を説明しよう。

［事例 2：ステップ 1］　個人 1，個人 2，個人 3 の三人が一つの政策を選択する状況に直面して
いるとしよう。このとき，個人 1 は政策の選択肢 a1，a3，a4，a5 を認知し，個人 2は選択肢 a1，
a3，a4，a5 に加えて a2 も認知し，個人 3 は選択肢 a3，a4，a5，a6 の選択肢を認知する。それぞ
れの個人が認知した選択肢集合を S1, S2, S3 として，各個人の選好は以下のようになっている。

個人 1：a1 P1
1
(S1(pf1))a4 P1

1
(S1(pf1))a3 P1

1
(S1(pf1))a5

個人 2：a1 P2
1
(S2(pf2))a2 P2

1
(S2(pf2))a3 P2

1
(S2(pf2))a4 P2

1
(S2(pf2))a5

個人 3：a6 P3
1
(S3(pf3))a4 P3

1
(S3(pf3))a3 P3

1
(S3(pf3))a5

次に，それぞれの個人は互いに選択肢の認知とそれに関する選好の理由を応答するプロセス
に進む。例えば，以下のような応答プロセスがあったとしよう。

［事例 2：ステップ 2］　はじめに，各個人は自分たちの認知した選択肢を提示し，選択肢が a1 か
ら a6 まで存在していることがわかる。だが，個人 3 は専門的な学術的知見から選択肢 a1 が財政
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的に実行不可能であることを指摘する。他方で，個人 2 は，選択肢 a6 が最不遇者へのニーズを
損なう派生的効果があることを懸念する。これらを受けて，全員による吟味の結果，a1 と a6 は
選択肢の対象から除外されたとしよう。この作業は選好の対象となる選択肢の共有化が目的で
あり，この事例における a5 のように全員によって最も選好されていない選択肢を拒絶すること
までは行わない。共有された選択肢の集合を SCと表記する。
このような選択肢の認知を共有することと平行して，それぞれの選好の理由が精査される。
個人 2 は最不遇者への改善の視点を重視する理由を示し，個人 3 は財政規律を貫徹させる理由
を説き，個人 1 はミニマムはニーズを満たし上での財政を考慮する理由を主張する。このよう
な理由に関する応答プロセスを経た後で，次の二つの分岐したシナリオを考えよう。

［事例 2.1：ステップ 3.1］　個人 2 は個人 3 の選好理由に賛成することで自身のポジショナル・
フレームが変容して選好の順序に影響を与えた。残りの二人も討議を経てポジショナル・フレー
ム自体は変容したものの，ここでの選好に対して明確に作用していない。全員の選好は以下の
ようになる。

個人 1：a4 P1
1
(Sc(pf '1)) a3 P1

1
(Sc(pf '1)) a2 P1

1
(Sc(pf '1))  a5

個人 2：a4 P2
2
(Sc(pf '2)) a3 P2

2
(Sc(pf '2)) a2 P2

2
(Sc(pf '2))  a5

個人 3：a4 P3
1
(Sc(pf '3)) a3 P3

1
(Sc(pf '3)) a2 P3

1
(Sc(pf '3))  a5

このとき，全員が一致して選択肢 a4 が選択される。次に，もう一つのシナリオをみてみよう。

［事例 2.2：ステップ 3.2］　個人 1 は個人 2 の選好理由に納得することで，選好に大きな変化を
もたらす自身のポジショナル・フレームの変容があったが，他の個人のポジショナル・フレー
ムの変容はここでの選好への影響を与えていない。全員の選好は以下のようになる。

個人 1：a3 P1
2
(Sc(pf '1)) a2 P1

2
(Sc(pf '1)) a4 P1

2
(Sc(pf '1))  a5

個人 2：a2 P2
1
(Sc(pf '2)) a2 P2

1
(Sc(pf '2)) a4 P2

1
(Sc(pf '2))  a5

個人 3：a4 P3
1
(Sc(pf '3)) a3 P3

1
(Sc(pf '3)) a2 P3

1
(Sc(pf '3))  a5

このとき，集合的意思決定の方法として，選好順序の上位二つにそれぞれ一票を各人が投票
する方式を採用すれば，a3 が選ばれる。ここでの集合的意思決定は他にもいろいろな可能性が
あるが，それは公共的投票パースペクティブの問題であって本稿では検討しない。このような
応答プロセスを経由して形成された選好こそが公共的判断であると本稿は主張する。

4．結びに代えて

ポジショナル・フレームと最小限理由応答能力に対する批判は数多くあると予想されるが，
最後に二つだけをごく簡単に検討し，そこから導き出される今後の課題を示して本稿を終える
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ことにする。
まず，先の具体例のように議論が常に選好の変化を保証するのどうかである。この問いに対
して，ポジショナル・フレームの変容自体が劇的な選好の変化をもたらさない可能性もあるだ
ろうが，重要なのは一連のステップによってポジショナル・フレームや選好が吟味される応答
プロセスがあったことである。次に，ポジショナル・フレームと最小限理由応答能力は議論の
出発点を確定できるほど強い概念であるかどうかである。先述したように曖昧な部分は残って
おり，限定合理性や行動経済学の関連文献からより一層の考察が必要であり，今後の課題とし
たい。
最小限理由応答能力のみに対して，以下の二つの批判が考えられる。第一の批判は人間の情
緒的行動の事例を引き合いに出すものであり，第二の批判は幼児や精神・知的障害を抱えた個
人の存在から全ての人びとが最小限理由応答能力を備えることへの懐疑である。
確かに第一の批判が述べるように実際の人びとの振る舞いは，感情的になる場合もある一方
で，理性的な討議が行われていることも事実である。そして，本稿の議論は後者のような状況
に適応場面の限定している。そのような討議の場を創出するためには，本稿が論じた基礎理論
をどのようにして現実の制度に実装させるかという別の議論，例えば，情報保障，教育，権利，
並びにそれらを含めたケイパビリティの議論が必要であり，これも今後の課題として残されて
いる。
そして，本稿では明示的に選択状況へ参加する個人の資格を論じていない９）ので，第二の批

判に正面から答えることは難しい。これには，投票権の付与や代議制の問題にも関わる。集合
的意思決定に関与できない者がその影響を受けるという問題は，しばしばアドボカシーやパター
ナリズムの導入を要請するだろう。最小限理由応答能力という能力の観点から論じる議論は能
力を持たざる存在をどのように扱うかが問われる。能力の有無や代理と介入の是非を巡る線引
きはさらに多くの考察を要するが，論じるべきことは線引きの理由であると思われ，本稿の延
長に位置づけられるだろう。

Notes

１）例えば，Rawls ［7］ を参照せよ。
２）「ランキングのランキング［ranking of rankings］」，あるいは「順序の順序［ordering the orderings］」（Sen 

［9］）と呼ばれる場合もある。
３）完備性とは，任意の x, y（ x≠y）に対して，xRiy または yRix のうち，少なくとも一方が必ず成り立つ
ことを意味する。
４）社会的選択理論では Sen ［6］，不平等の測定では Sen ［13］ を参照せよ。
５）Sen ［14］ では，このようなメニューの変化が個人に及ぼす影響を「メニュー依存性［menu 

dependence］」と名付けているが，ここでは「メニューの認識的価値」の名称を採用する。
６）以下での異論は，Sen ［12, p. 131］ にある別の事例による「メニューの認識的価値」について議論に着
想を得ている。
７）詳しくは，中山［23］ を参照せよ。
８）フレーム問題についてのオリジナルな議論はMcCarthy and Hayes ［6］，一般化されたフレーム問題に
関する議論は Dennet ［4］ を参照せよ。
９）デモクラシーに関するこの論点を検討したものとして，小泉［19］ を参照せよ。
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